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（事後審査型条件付き一般競争入札 ＪＶ） 

 

入札公告共通事項 

 

１ 入札参加資格に関する事項 

(1) 共同企業体の各構成員に関する事項 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

② 入札公告日現在において、指定する本工事に必要な建設業の許可業種が美濃市入札参加資格審

査実施要綱（平成１１年美濃市訓令甲第１１号）第４条に基づき作成した名簿に登載されている

者であること。 

③ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し立て、民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申し立て又は破産法（平成１６年法律第７５

号）に基づく破産手続開始の申し立てがされていない者であること。ただし、会社更生法に基づ

く更生手続き開始の申し立て又は民事再生法に基づく再生手続き開始の申し立てがなされてい

る者であっても、更生計画の認可が決定又は再生計画の認可が確定した者は、当該申し立てがさ

れていない者とする。 

④ 入札公告日から開札までの間に、美濃市が行う契約及び交付する補助金等からの暴力団排除に

関する措置要綱（平成２６年美濃市訓令甲第３１号）に基づく排除措置の対象となっていない者

であること。又は、同要綱別表に掲げる措置要件に該当しない者であること。 

⑤ 入札公告日から開札までの間に、美濃市競争入札参加者資格停止措置要領（平成２７年美濃市

訓令甲第２９号。以下「参加資格停止要領」という。）の規定による指名停止の措置の対象とな

っていない者であること。 

⑥ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）に規定する許可業種のうち、入札公告において示す建

設業の許可を有することとなってからの営業年数が３年以上であること。 

⑦ 本工事に係る設計業務等の受注者でない者又は当該受注者と資本面若しくは人事面において

綿密な関連がある者でないこと。（当該受注者と資本面若しくは人事面において綿密な関連があ

る者とは、当該受注者の発行済み株式総数の１００分の５０を超える株式を有する者又はその出

資の総額の１００分の５０を超える出資をしている者、若しくは代表権を有する役員が当該受注

者の代表権を有する役員を兼ねている場合における建設業者をいう。） 

 

(2) 共同企業体に関する事項 

① 結成方式は自主結成とし、本工事においてその構成員が他の共同企業体の構成員を兼ねていな

いこと。 

② 共同企業体の名前は「代表構成員名・構成員名 特定建設工事共同企業体」とすること。 

  

２ 設計図書等の閲覧等及び質疑応答に関する事項 

(1) 設計図書等の閲覧方法等 

 ① 設計図書等の閲覧方法、期間及び閲覧場所については、入札公告に定める。 

(2) 設計図書等に関する質問 

① 質問書の様式は、任意とする。 
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② 設計図書等について質問がある場合は、入札公告に定める期間に質問書をファクシミリにて提

出すること。送信した場合は、入札担当課（総務部総務課）へ電話により受信を確認すること。 

（ＦＡＸ ０５７５－３５－２０５９） 

  ③ 質疑に対する回答は、入札参加資格確認通知書を交付した者に対し、別に指定する日までにフ

ァクシミリにより行う。また、入札担当課においても閲覧に供する。 

 

３ 入札参加申請に関する事項 

 (1) 提出方法 

① 入札参加資格確認申請書の提出 

入札に参加しようとする者は、電子入札システムにより代表構成員のＩＣカードで入札参加資

格確認申請書の提出を行うこと。 

    申請時に入札参加資格確認申請書の添付ファイルとして「事後審査型条件付き一般競争入札参

加申請書」及び「特定建設工事共同企業体構成員表」を提出すること。 

  ② 特定建設工事共同企業体協定書及び委任状の提出 

    全ての構成員が記名押印した「特定建設工事共同企業体協定書」と入札に関する権限を代表構

成員に委任した「委任状」を作成し、入札担当課（美濃市役所本庁３階総務部総務課）に持参に

より提出すること。 

③ 紙入札方式により入札に参加しようとする場合は、「紙入札方式参加承諾願」と「事後審査型条

件付き一般競争入札参加申請書」、「特定建設工事共同企業体構成員表」、「特定建設工事共同企業

体協定書」及び「委任状」を作成し、入札担当課（美濃市役所本庁３階総務部総務課）に持参に

より提出すること。 

 (2) 参加資格確認結果の通知 

入札参加資格の有無を入札参加資格確認通知書により通知する。（電子入札システム又はファク

シミリ） 

 

４ 入札に関する事項 

(1) 入札書は電子入札システムにより、代表構成員のＩＣカードで提出すること。 

(2) 紙入札方式の場合は、入札書を入札日に持参し提出すること。郵送又は電送による入札は

認めない。 

(3) 見積もった契約希望金額が予定価格を超える場合は、入札を辞退すること。 

(4) 落札決定にあたっては、入札された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載す

ること。 

(5) 入札執行回数は、１回とし、入札不調の場合においても随意契約による契約は行わない。 

(6) 一度提出した入札書は、これを書換え、引換え又は撤回することはできない。 

(7) 工事費内訳書の提出 

 ① 入札に際し、入札書に記載される入札金額に係る工事費内訳書を添付し、電子入札システムに

より提出すること。ただし、紙入札方式による入札参加者は、紙媒体の工事費内訳書を入札日に
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持参し提出すること。 

 ② 工事費内訳書の様式については、様式の指示がない場合は、任意とする。（設計図書の項目に

より作成すること） 

   また、電子入札システムにより提出する工事費内訳書のファイル名には、提出者名を含むこと。 

  ③ 工事費内訳書は返却しません。 

 

５ 入札の無効に関する事項 

(1) 入札者が同一事項に対し、２以上の入札をしたとき。 

(2) 入札者が他人の代理をし、また代理人が他人の代理人を兼ねたとき。 

(3) 入札に関し、談合等の不正行為があったとき。 

(4) 入札書の記載事項の確認ができないとき。 

(5) 入札者の資格を有しないものが入札をしたとき。 

(6) 工事費内訳書の提出を求めた場合で、同内訳書を提出しなかったとき、またその内容に重大か

つ明白な不備があったとき。 

(7) その他、入札に関する条件に違反したとき。 

 

６ 入札保証金及び契約保証金に関する事項 

(1) 入札保証金  免除 

(2) 契約保証金  契約保証金は、請負代金額の１０分の１以上の現金若しくは担保等の提供を

もってこれに代えることができる。 

 

７ 入札又は開札の延期又は中止に関する事項 

(1) 入札参加者が１者のときは、入札の執行を中止することができる。 

(2) 次の場合は、入札又は開札を延期又は中止することがある。 

  ① 明らかに談合の事実が確認されたとき又は談合の疑いがあるとき。 

  ② 電子入札システムに障害が発生した場合、天災その他やむを得ない理由によるとき。 

 (3) 延期又は中止により生じた損害は、入札者の負担とする。 

 

８ 入札参加資格の審査及び落札決定に関する事項 

(1) 開札後、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札候補者として決定し、

落札者の決定を保留したうえで開札を終了する。その後、落札候補者が入札参加資格を満たす者で

あることを確認できた場合に、落札候補者を落札者として決定する。 

   ただし、当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入

札を無効としたうえで、次順位者を新たな落札候補者とする。以後、落札者が決定するまで同様の

手続きを繰り返す。 

   また、落札候補者となるべき入札書記載金額が複数あるときは、くじによって落札候補者を決定

する。なお、この場合においては、くじを引くことを辞退することはできない。 

 (2) 落札候補者は、以下①に掲げる申請書類を提出の求めのあった日の翌日から起算して２日以内

（市の休日を除く）に入札担当課へ持参により提出すること。 

  ① 申請書類 
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   ア 事後審査型条件付き一般競争入札参加資格確認申請書 

   イ 工事施工実績書 

     入札公告において資格要件とした施工実績を記載すること。同工事に係る契約書の写し、仕

様書、設計書、図面等、同種・類似工事であることを確認できる書類を添付すること。また、

共同企業体での施工実績の場合は、協定書等の中の出資比率の分かる部分の写しを添付するこ

と。 

   ウ 配置予定技術者名簿 

     入札公告において資格要件とした配置予定技術者を記載すること。配置予定技術者の技術資

格を確認できる資格証明書等の写しを添付すること。（実務経験によるものについては、経歴

書を添付すること） 

また、配置予定技術者の雇用関係が確認できるものを添付すること。 

     なお、入札日において、監理技術者、主任技術者又は現場代理人として他の工事に従事して

いる者を当該工事の配置予定技術者として届け出ることはできない。（ただし、着工までに現

在従事している工事が終了する予定である場合を除く） 

   エ 経営事項審査結果通知書の写し（最新のもの） 

  ② その他 

   ア 資料の作成に係る費用及び提出に係る費用は、入札参加者の負担とする。 

   イ 提出された申請書類は返却しない。 

   ウ 契約担当者は、提出された申請書類を参加資格の確認以外に使用しない。 

   エ 提出後は、原則として申請書類及び確認書類の差し替え及び再提出は認めない。 

 

９ 契約締結に関する事項 

 (1) 契約締結に対する議会の議決の要否は入札公告に定める。 

 (2) 落札者の決定後、仮契約を締結し、当該入札に付する工事に係る議会の議決を得、当該仮契約

が本契約となるまでの間において、当該落札者が本工事の資格要件に掲げる事項のいずれかに該当

しなくなった場合には、当該請負契約を締結しない場合がある。 

 (3) 議会の議決が得られなかった場合又は(2)により仮契約を解除した場合においても、発注者は当

該仮契約者に対していかなる責任も負わないものとする。 

 

10 その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

(2) 一般競争入札の手続きに不服がある者は、入札担当課に対して苦情申立てを行うことができる。 

(3) 申請書又は確認資料に虚偽の記載をした場合は、参加資格停止要領に基づき資格停止の措置の 

対象となる場合がある。 

(4) 談合情報があった場合は、談合の有無に関わらず、その全てを公表することがある。 

(5) 談合情報どおりの開札結果となった場合には、談合の事実の有無に関わらず契約の締結を行わ

ない場合がある。この場合は原則として改めて公告をし、入札を行うものとする。 

(6) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）又は刑法（明治

４０年法律第４５号）第９６条の６及び同法第１９８条に規定する違反行為が認められた場合は、

違約金として請負金額の１０分の２に相当する額を支払わなければならない。 


